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本提言の趣旨

■ 本提言は、私立大学を取り巻く環境が急激に変化する中、私立大学自らが私立大学の将来の方向性を示すこと
が重要であるとの認識のもと、大学教育のあるべき姿や大学全体の規模や配置について考察し、国私の大学の
機能・役割等について明示している。

■ その上で、私立大学自らの将来に向けた姿勢として「私立大学の将来構想」を示すとともに、それを実現する
ために必要な国や産業界、社会からの支援について提案するものである。

大学を取り巻く
環境の変化

 「第四次産業革命」と呼ばれる
 産業構造の大きな変化

●AI に代替不可能な分野の教育の推進と教員養成の高度化

 人口減少社会、
 「人生100年時代」の到来

●政府、企業、大学の協力によるリカレント教育体制の構築

 地方創生とグローバル化
● �地方創生とグローバル化の一体的推進と地方大学の知の拠点
形成

大学教育の
あるべき姿

 大学が育成すべき能力
1 �人間としてのあり方を常に問う主体的で洞察力に富んだ思考力
2 �AI による代替が不可能な分野で新たな職能を深めることの
できる柔軟な能力

3 �歴史と現在、変わるものと変わらぬものを知った上で、今
日と未来の変化を理解する能力

4 �地域（世界における日本、 日本における各地域）を熟知し、
日本及び地域が持っている資源を活用し、その独自性を表
現する能力

私立大学は、
それぞれの建学の精神による多様な教育研究、日本や地域の特
色や資源を活用した独自性のある教育研究を推進しなくてはな
らない。

私立大学は、
多様で個性的な取り組みによって大学改革を推進し、多様性と
特色を活かしたカリキュラムを編成することによって、その独
自性を先鋭化させていく必要がある。

国は、
教育の画一化を招きかねないような類型的な枠組み等の施策を導
入するのではなく、それぞれの大学の独自性を活かす方向でサ
ポートすべきである。
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大学全体の
規模・配置

 大学全体の規模・配置
● �日本の 18 歳人口をもとに進学率を推計し、その動態のみで
大学の規模を検討することは適切ではない。

● �学生数が減ることを理由に大学数を減らすのではなく、大学
に進学しない（できない）若者が進学を希望しているのであ
れば、いかにそれを実現するかが重要である。

● �生涯を通じ、社会の担い手を育成することが大学の重要な役
割である。

● �私立大学のボリュームを安易に低下させるのではなく、知識
基盤の高度化と社会の安定のため、より広い年齢層、世界か
らの進学者を想定し検討すべきである。

● ��地域ごとの大学の配置については、都道府県単位ではなく、
通学圏や交通圏を加味した、より広いブロックで考えなくて
はならない。

 大学の連携・統合
● �現在の大学の規模を維持できない、あるいは維持することが
教育の質の低下につながると思われた場合、私立大学は主体
的に連携・統合を考える必要がある。

● �自らの経営判断により学生の募集停止を行う場合、最も重要
なことは学生のセーフティネットであり、あらかじめ対応策
を講じておかなくてはならない。

● �立地する地域の特色を活かし、連携してそれぞれの強みを伸
ばし、弱みを補完していくことが重要である。

● �連携・統合は、私立大学の多様性の縮減や規模の縮小を目的
とするものではなく、さらなる多様性の展開を進めるための
方策として考えるべきである。

国私の大学の
機能・役割と
公財政支出のあり方

 
私立大学の機能・役割

［私立大学がこれまで実践してきた教育］

● �個や国家の思惑を超えて社会や世界に眼を向け、今後の世界
のリスクを回避できる多様性と実践的な教育を推進する役割
がある。

● �一部のエリートだけではなく、できるだけ多くの若者が高
等教育を通じてその能力を大きく伸ばし、私立大学の多様
な教育研究によって、国民の知的水準を底上げすることが
重要な役割である。

 国立大学の機能・役割
● �教育活動と研究活動における投資効果を検証し、真に必要
な分野に限られた資金・資源を集中させるとともに、大学
の規模も含め、その役割を見直すことが必要である。

 国私の協働による機能・役割
● �先端的な研究を行うための場所・装置・仕組みなどは国立
大学で独占するのではなく、国公私を超えた多くの研究者
に提供し、国公私の壁を超えた研究や大学院教育などで協
働していくことが重要である。

 
新たな公財政支出のあり方

● �学生一人当たりの公財政支出における国私間の13倍の格差、
授業料の格差、国による授業料減免の国私間格差は、納税
者間に著しい不平等を生じさせている。教育費負担を軽減
して経済格差と教育格差との負の連鎖を断つことが喫緊の
課題である。

● �国立大学の授業料を現実適合的なものとするとともに、私
学助成を増額し、可能な限り国私間の授業料の平準化を図
ることを前提に、学生個人の能力や経済状況に応じた個人
補助型の修学支援を充実させる体制へと転換すべきである。
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❶ �高度な知識基盤社会を支えるための多様性を持った 
高等教育の場の創出と維持

❷ 社会人としての幅広い教養と思考力の涵養
❸ 先駆的な試みとしてのグローバル人材の育成
❹ 諸地域における地域人材の育成
❺ 通信教育やエクステンションスクールを含めた生涯学習
❻ 国公立大学に先駆けた、女性の高等教育の実施
❼ �課外活動や研究所活動を含めた 

日本文化・芸術の発展とスポーツ振興
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私立大学の将来構想の実現のために

私立大学への提言（自らの姿勢）

私立大学の役割と
多様性の保持

▶ �私立大学の教育研究の多様性によって複雑な社会の変化に
対応できるより多くの国民を育成し、一人ひとりの労働生
産性を大幅に引き上げることが求められる。

▶ �幅広い年齢層に及ぶ中核人材の教育機会を保障し、国民の
知的水準を底上げする役割がある。そのための知識・技術
の創造拠点を、大学の独自性に沿って創ることも、私立大
学の役割である。

類型化ではない「棲み分け」と
「連携」の自主的な構築

▶ �固定的な類型化ではなく、自らが大学の「強み」や「特色」
を明確にした上で、いくつかの機能や役割の比重の置き方
の違いによってゆるやかに役割を分担し、多様性を確保す
ることが重要である。

▶ �地方の中規模、小規模大学は、それぞれの特色や強みを活
かしつつ、その地域によって同一の学部や学科（医療やス
ポーツ、芸術等を含む学問分野）が集中・重複しないよう「棲
み分け」を行うことも視野に入れなければならない。自主
的な連携を推進する中で、プラットフォーム等の形成によっ
て、スケールメリットを活かした多様な教育カリキュラム
を編成できれば、さらに地域における学生の選択肢を拡げ
ることができる。

「日本だからこそ」の特色と
各大学の特色の強化

▶ �教育研究、技術開発の有効な流動化のためには、欧米の大
学との対等な競争環境を作っていく中で、「日本だからこそ」
の特色と、各大学の特色とを強化すべきである。

▶ �個々の私立大学が建学の精神や大学を取り巻く諸環境（規
模、地域、歴史等）を踏まえ、独自の確固たるビジョンと
中長期計画を策定する必要がある。

「主体的で洞察力に富んだ
思考力の育成」と
教育プログラムの協働開発

▶ �人間と社会についての高く深い見識を持った「主体的で洞
察力に富んだ思考力の育成」に努める必要がある。

▶ �AI による代替が不可能な分野で新たな職能を深めることの
できる柔軟性、歴史を知った上で未来の変化を理解し適切か
つ主体的に判断していく能力、流動化に備え、地域（世界に
おける日本、日本における各地域）を熟知し、その独自性を
応用し表現する能力を育成すること、そのために必要な教育
プログラムを協力して開発することが重要である。

地方創生とグローバル化の
一体的な推進

▶ �地方の生産者が諸外国の企業やマーケットと結び付く可能
性は今後さらに高まる。地方創生とグローバル化を一体の
ものとして考え、一方では地方自治体や大学が海外留学を
支援し、一方では海外からの留学生を地域ぐるみで受け入
れる方法を検討すべきである。

▶ �地方創生の施策として、大都市圏と地方の人の流動化を進
めるとともに、地方の私立大学を地域の将来ビジョンとし
て「地方戦略」の中核に位置付け、地方の知の拠点として
の機能を高めることが必要である。

多様な年齢層を受け入れる
リカレント教育の整備

▶ �超スマート社会（Society 5.0）の誕生等、新しい社会の出
現に向けて、大学入学者の年齢層を拡大していく努力が、
社会、企業、大学の三方向から必要になる。

▶ �大都市圏の大学のリカレント教育、地方の大学のリカレン
ト教育、そして世界中からアクセスできるオンデマンド型
リカレント教育を見据え、さまざまな方法によるリカレン
ト教育を検討する必要がある。
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大学間連携の推進

▶ �すでに行われている放送大学を含む大学間の連携や、大学
コンソーシアム内での単位互換等、国公私間も含めた積極
的な連携を推進すべきである。教員の所属組織と学生の所
属組織の分離を進め、教員を異なる組織で共有する仕組み
も検討に値する。

▶ �連携・統合は、私立大学の多様性の縮減や規模の縮小を目
的とするものではなく、さらなる多様性を展開するための
方策として考えるべきである。

積極的な情報公開と
コンプライアンスの徹底

▶ �教育の質の向上に努め、第三者評価を受け、その成果を社
会に積極的に情報公開し、業務の遂行全てにおいてコンプ
ライアンスを徹底していくことが求められる。情報公開と
コンプライアンスの徹底によってこそ、社会から支えられ
る大学となっていく。そのような循環を生み出さなければ
ならない。

▶ �コンプライアンスの徹底により、私立大学の経営倫理の確
立を目指すとともに、質保証と情報公開の具体的な方策に
ついて、常に明確な計画とロードマップを持つ必要がある。

国・政府への提言

私学助成と個人補助型の修学支援措置の拡充

東京 23区の大学の定員抑制に対する例外措置

大学の独自性を活かす教育研究面への支援

新たな教育基盤整備のための財政面への支援

大学設置基準や私立学校法の改正

専門人材の設置・養成における財政面への支援

国費により設置された研究設備等の国公私間における共同利用の推進

産業界への提言

個々の私立大学教育への正しい理解と協力

地方創生への積極的な参画

社員のリカレント教育への参加の推進

大学院修了者の積極的な雇用

大学や大学院における成績を重視した採用活動

05　　私立大学の将来構想の実現のために

提言

1

提言

2

提言

3

提言

4

提言

5

提言

1

提言

2

提言

3

提言

4

提言

5

提言

6

提言

7

提言

7
提言

8



- 5 -

加盟大学が現在重視している役割について
出典：�私大連総合政策センター政策研究部門会議「私立大学の将来構想の策定に向けた加盟大学における	

取り組み等に係るアンケート」（平成 29年 9月実施、回答 78法人／ 109法人）より抜粋

７つの役割※のうち、最も重視していると回答のあった役割

規模別

地域別　

※私立大学が担っている主な 7 つの役割
❶ 知識基盤社会を⽀える⾼度で多様な教育の提供
❷ 若者が充実した⼈⽣を送るための能⼒の涵養（キャリア教育、社会⼈基礎⼒の養成等）
❸ 世界（グローバル化）を視野に⼊れた取り組み（グローバル⼈材の育成、世界レベルの研究の実践等）
❹ 地域社会に貢献する⼈材の育成
❺ 社会に向けた知的・⽂化的活動の推進（⽣涯学習の機会の提供、公開講座の開講等）
❻ 社会の意識改⾰に向けた主導的な取り組み（ダイバーシティ推進、働き⽅改⾰等）
❼ ⽇本の⽂化・芸術の発展とスポーツの振興

１）規模区分 : 小規模（～ 2,999 人）、中規模（3,000 ～ 9,999 人）、大規模（10,000 人～）で区分　※学生収容定員数（学部＋大学院）
２）地域区分：東京（東京都に所在の法人）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県に所在の法人）それ以外の地域（左記以外に所在の法人）で区分　

参 考

01

02

⼩規模
（24⼤学）

中規模
（34⼤学）

⼤規模
（22⼤学）

東京
（32⼤学）

近畿圏
（17⼤学）

それ以外の地域
（31⼤学）
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規模・地域による特色や役割分担
アンケート結果から、私立大学は、その自主性において、それぞれの多様性を活かしながら大学教育の果たす
べき役割を分担し、ゆるやかな棲み分けを行っていることがわかった。

小規模

「②若者が充実した人生を送るための能力の涵養」(33%)、及び「④地域社会に貢献する人材の育成」(33%)
を最も重視していると回答した割合が他の規模に比べて高かった。

中規模

「①知識基盤社会を支える高度で多様な教育の提供」(29%)、「②若者が充実した人生を送るための能力の涵養」
(29%)、「③世界（グローバル化）を視野に入れた取り組み」(21%)、「④地域社会に貢献する人材の育成」(21%)
のいずれについても、全体と同様の割合であった。

大規模

「①知識基盤社会を支える高度で多様な教育の提供」(45%)、及び「③世界（グローバル化）を視野に入れた
取り組み」(36%) を最も重視していると回答した割合が他の規模に比べて高く、「②若者が充実した人生を送
るための能力の涵養」(9%)、及び「④地域社会に貢献する人材の育成」(9%) を最も重視していると回答した
割合が低かった。

東京

「③世界（グローバル化）を視野に入れた取り組み」(38%) を最も重視していると回答した割合が他の地域に
比べて高かった。

近畿圏

「①知識基盤社会を支える高度で多様な教育の提供」(41%) 及び「②若者が充実した人生を送るための能力の
涵養」(29%) を最も重視していると回答した割合が他の地域に比べて高かった。

それ以外の地域

「④地域社会に貢献する人材の育成」(39%) を最も重視していると回答した割合が他の地域に比べて高かった。
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	 龍谷大学
	 流通科学大学
	 流通経済大学

わ	 和光大学
	 早稲田大学
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